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事業実施にあたっての基本的な考え方

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
➀PPP/PFI事業の考え方

「公平性原則」にのっとり競争性を担保しつつ、「透明性原則」に基づき、手続きの透明性
を確保した上で実施する。1

2
出来る限り、民間事業者の創意工夫が発揮されるよう留意する。

民間事業者の有する技術及び経営資源、その他創意工夫等が十分に発揮され、低廉か
つ良好なサービスが国民に対して提供されるよう、原則として価格および利用者に提供さ
れるサービスの質その他の条件により評価を行う。

4
応募者の負担を軽減するように配慮する。

募集の際に明示する評価項目・評価基準以外のもので評価しないことを明記する。

3 所要の提案準備期間や契約の締結に要する時間の確保に配慮する。

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成
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公募資料作成にあたっての留意事項

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
➀PPP/PFI事業の考え方

民間事業者の創意工夫の発揮のためには、提供される公共サービスの水準を必要な限度で示すこと

を基本とし、構造物、建築物の具体的な仕様の特定については必要最低限にとどめるという、いわゆ

る「性能発注」の考え方を採用することが必要です。

提供される公共サービス水準を達成するためのサービスの調達方法・手段については、応募者の創

意工夫が阻害されるような条件を排除し、民間事業者の創意工夫に委ねることが望ましい。また、発

注する性能の具体的要件については、出来る限り明確に提示し、応募者が共通の理解を得るように

することが重要です。

「性能発注」の考え方を取り入れること

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成

民間事業者からの追加提案事項については、募集の際に予め明示し、明示されていないものについ

ては評価をしない。

 定性的な評価項目については、出来る限り具体的に評価基準を示し、事業全体を実施する民間事業

者の選定が当該評価項目によって左右されることが適当でないと考えられるときには、当該評価項目

に係る部分のみを事前に公募等によって決定した上で、事業者募集の際に仕様として提示することも

考えられる。

評価基準の設定
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PFI事業実施スケジュール

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
➀PPP/PFI事業の考え方

PFI事業では、基本構想策定から事業契約締結まで約4年ほど必要ですが、近年では手続きを簡易化して短期間で事業
実施に至っている事例も多数あります。

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成
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手続きを簡易化するため、同一時期に
行うことも可能

手続きを簡易化するため、同一時期に
行うことも可能

検討段階ごとに民間事業者との
対話（例：サウンディング）を行う

ことが望ましい

公募資料を作成するにあたり、実施方針公表前までの検討段階において、民間事業者と対話を実施する
ことで、前提条件やリスク分担など公募条件に関しての意見照会を行うことが望ましいと考えられます。

各段階における必要書類については次ページ以降で解説
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PFI事業実施に必要な書類一覧（1/3）

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
②公募書類一覧

実施方針等の

公表

特定事業の選定

資料名 概要 主な内容

■実施方針
特定事業の選定を行う前に公表する
書類。実質上事業のスタート時に出
す書類となる

 募集、選定に関する事項
 民間事業者の責任の明確化
 事業概要（規模及び配置等）
 事業継続が困難となった場合の措置
 法制上及び税制上の措置
 財政上及び金融上の支援

■特定事業の選定

実施方針を公表した後、PFI事業とし
て実施することが適切であるか実施
可能性を評価した書類。地方公共団
体が算定したVFMシミュレーションの
結果もここで公表

 選定基準の基本的な考え方
 公的財政負担の見込額の算定
 公共サービスの水準の評価

募集に必要な書類は、PFI法第5~8条とガイドラインで定められており、実施方針、入札説明書（募集要項）、
特定事業の選定、要求水準書、落札決定基準、事業契約書案、様式集等があります。

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成
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PFI事業実施に必要な書類一覧（2/3）

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
②公募書類一覧

入札公告時

資料名 概要 主な内容

■入札説明書
（募集要項）

入札及び提案書の提出の手続きに
関する事項を記載している書類

 契約締結までのスケジュール
 各書類の提出方法
 審査委員会の概要
 入札参加資格
 契約の概要等

■要求水準書

PFI事業において公共団体等が求め
る業務内容の要求水準を記載してい
る書類

 設計・建設業務に関する条件等（必要諸室、規
模、業務概要、必要備品、提出画面等）

 維持管理業務・運営業務に関する条件等（業
務概要、業務従事者の条件、業務体制等）

■契約書案
地方公共団体と民間事業者の役割と
責任の分担を掲載した書類

 設計変更の際の手続き
 建設における提出図書
 完成検査の手続き
 損害賠償について
 引き渡しの手続き 等

■落札者決定基準書
（審査基準）

落札者の決定方法、評価項目、配点
等を記載した書類

 落札者決定までの流れ
 落札者の決定方法
 入札参加資格・提案内容評価項目、配点
 評価方法

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成

■様式集 提案書の様式を取りまとめた書類  提案内容の指定、書式、枚数などについて
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PFI事業実施に必要な書類一覧（3/3）

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
②公募書類一覧

公募中

資料名 概要 主な内容

■質問回答書
公募書類に関する応募者側からの質
問と地方公共団体からの回答を示し
た書類

ー

■落札者決定の
お知らせ

落札者のグループ名等を公表を行う
書類

 評価の結果、評価基準及び選定の方法に応じ
た選定過程の透明性を確保するために必要な
書類

■審査講評
審査委員会での審議内容や審査の
過程及び結果についての公表書類

 審査体制
 審査委員会の開催過程
 審査方法
 審査結果
 審査の講評

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成

事業者選定後



10

PPP事業（定期借地方式）に必要な書類一覧

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
②公募書類一覧

資料名 概要 主な内容

■募集要項
公示にあたって、本事業の事業内容や
スケジュール、貸付内容、応募手続きに
ついて説明した書類

 事業提案の内容
 スケジュール
 活用条件
 募集の流れ
 契約方法 等

■基本協定書（案）
落札後、設置者と事業者の間で、事業
契約締結に向けた基本的な取り決めを
定める書類

 基本計画協定の締結
 土地貸付契約の締結
 公有財産売買契約の締結 等

定期借地方式では、公募時に「募集要項」や提案に係る様式集に加え、事業契約に係る基本協定書や定
期借地に関する各種契約書の案を用意する必要があります。

定
期
借
地
方
式

■基本計画協定書（案）

落札後、落札事業者にて募集要項と提
案書をもとに作成した基本計画書を作
成し、基本計画書に基づいて事業を実
施することを締結する書類

 基本計画の遵守
 基本計画の変更時
 事業に関する報告 等

■その他
事業締結に向けて必要なその他契約書
類及び事業に関する補足資料

 一般定期借地権設定に関する予約契約書（案）
 公有財産売買予約契約書（案）
 その他契約書及び事業に関する補足資料

出所：横浜市「現市庁舎街区活用事業」をもとに作成
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PPP事業（公募設置管理制度（Park-PFI））に必要な書類一覧

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
②公募書類一覧

資料名 概要 主な内容

■公募設置等指針
公園管理者は、公示する際に提示すべ
き書類

 公募対象公園施設の種類
 公募対象公園施設の場所
 設置又は管理の開始の時期
 使用料の額の最低額 等

■要求水準書
本事業で設置等予定者に要求する公園
施設等の水準を示した書類

 基本コンセプト
 前提条件
 法令遵守
 各施設の要求水準 等

公募設置管理制度（Park-PFI）では、ガイドラインをもとに、公募設置等指針を策定の他に、要求水準書や
協定書（案）、公園の譲渡に関する契約書（案）などが必要書類となります。

出所：国土交通省「都市公園の質の向上に向けたPark-PFI活用ガイドライン」をもとに作成
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度 ■基本協定書（案）

■実施協定書（案）
選定後、認定計画提出者と設置者の間
で取り交わされる契約書

 総則（目的、定義、事業概要、役割分担、等）
 設計・建設段階の取り決め
 引き渡し時の取り決め
 維持管理・運営段階の取り決め 等

■その他
公園を譲渡する際の契約書や要求水準
書の添付資料、提案様式など

 特定公園施設譲渡契約書（案）
 添付資料（平面図、設備位置図など）
 提案様式
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PPP事業（公共施設包括管理業務）に必要な書類一覧

１．PPP/PFI事業における公募資料作成の概要
②公募書類一覧

資料名 概要 主な内容

■実施要領
プロポーザル事業の内容を取りまとめた
書類

 業務概要
 事業費上限額
 実施形式
 参加資格
 スケジュール 等

■対象施設・業務一覧
包括管理業務の対象となる公共施設及
び業務の一覧表

 施設名
 所管課
 売上
 面積 等

公共施設包括管理業務では、通常のプロポーザル事業の公募資料と同様、実施要領及び仕様書に追加
して対象施設・業務の一覧表を添付することが特徴となっています。

出所小田原市「小田原市公共施設包括管理業務委託」をもとに作成

公
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設
包
括
管
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業
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■仕様書（案）
選定後、優先交渉権者との協議によっ
て変更することを前提に、事業の仕様書
案

 総則（業務内容、スケジュール、緊急時の対応）
 作業一般事項（作業時の取り決め）
 その他特記事項 等

■様式集

提案に関する様式集

※施設見学を行う際は、「施設見学申し
込みフォーム」も追加

 提案様式
 施設見学申し込みフォーム 等



２．公募資料の構成等
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実施方針の構成（1/2）

２．公募資料の構成等
➀実施方針の公表

実施方針に記載される内容はPFI法5条にて法定されており、具体的には、➀特定事業の選定に関する事
項、②民間事業者の募集及び選定に関する事項など７つの事項を記載要件として設定されています。

①特定事業の選定に関する事項
【記載内容（例）】
（1）事業内容に関する事項

• 事業名称
• 公共施設等の管理者等の名称
• 事業の目的
• 提供される公共サービスの内容（事業の範囲）
• 想定される事業形態（公共施設等の管理者等の費用負担形
態、事業期間、事業終了後における施設の移管に関する方
法や条件等）

（2）特定事業の選定に関する事項
• 選定方法、選定の手順及びスケジュール
• 選定基準（事業のVFMなど）

②民間事業者の募集及び選定に関する事項
【記載内容（例）】

• 事業者の選定方法、選定の手順及びスケジュール
• 応募者が備えるべき参加資格要件
• 選定基準及び評価の方法
• 選定結果及び評価の公表方法

出所：大阪市「大阪市PFIガイドライン」をもとに作成

③民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の
担保に関する事項
【記載内容（例）】

• 予想される責任及びリスク分類と官民間での分担
• 提供されるべきサービス水準（性能仕様）
• 公共施設等の管理者等による支払いに関する事項
• 民間事業者の事業実施に関する責任の履行に関する事項
• 事業の実施状況のモニタリング内容（主体、頻度、内容・基準、
結果の公表方法など）

④公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項
【記載内容（例）】

• 所在地、面積、地目、現況
• 施設の立地条件（都市計画法等関係法令の規制など）
• 施設整備の要件（規模、配置など）

入札公告から提案書受付まで、小規模な案件でも2~3か月は
必要と言われており、民間事業者が検討する時間に配慮し、無
理なスケジュール設定とならない注意が必要。

作成にあたっての留意事項
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実施方針の構成（2/2）

２．公募資料の構成等
➀実施方針の公表

⑤事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に
関する事項
【記載内容（例）】

• 協議、調停、仲裁、裁判
• 裁判所轄の指定

⑥事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項
【記載内容（例）】

• 事業者に債務不履行の懸念が生じた場合の措置
• その他事由により事業継続が困難になった場合の措置
• 破綻事由に応じて契約または協定において約定すべき事項

⑦法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に
関する事項
【記載内容（例）】

• 想定される法制上、税制上の措置、補助金、融資など財政上
及び金融上の支援を得るための協力、その方針など

⑧その他
【記載内容（例）】

• 契約にあたって議会の議決を経る必要の有無
• 情報公開の対象及び公開方法
• 環境保全への配慮及び環境アセスメントの実施に関する事項
• 入札に伴う費用負担
• 意見の受付、対話についての考え方
• 実施方針に対する問合せ先

出所：大阪市「大阪市PFIガイドライン」をもとに作成

⑨添付資料
【記載内容（例）】

• 基本構想、基本計画など
• 業務分担表、リスク分担表など
• 意見書様式など

既存施設等の事前見学については、実施方針の説明会の前後
などできる限り早い段階での実施が望ましい。

作成にあたっての留意事項
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（特定事業の選定）の構成

２．公募資料の構成等
②特定事業の選定

実施方針をもとに官民対話などの事前調査を踏まえて、総合的にVFMが認められた場合には、特定事業
として選定されることとなります。特定事業として選定された場合には、事業の概要に関する事項と事業の
評価に関する事項が公表されます。

第1 事業の概要
【記載内容（例）】

1. 事業名称
2. 公共施設の管理者の名称（首長名）
3. 事業の目的・目標（コンセプト等）
4. 事業概要
① 事業内容

② 施設の概要等（敷地条件、規模及び機能、等）

③ 事業方式

④ 特定事業の業務範囲（事業者の業務範囲）

⑤ 事業期間

⑥ 事業スケジュール

第2 本市が事業を実施する場合とPFI事業として実施する場合
の比較評価

1. 評価方法
「選定基準」「定量的な評価」「定性的な評価」の3項目にて記
載することが想定される

2. 定量的評価
① 算出にあたっての前提条件
例：事業費の算出方法、割引率などの設定条件など

② 算出方法及び評価結果
市が自ら実施する場合とPFI事業により実施する場合の市
の財政負担額を事業期間中にわたり年度別に算出し、現
在価値換算した差額であるVFMの結果を記載

3. 定性的評価
PFI事業により実施した場合、期待される定性的な効果を記載
例：民間ノウハウの発揮、施設コストの軽減などの財政平準化、

良質なサービス提供、安定した事業運営など

出所：内閣府HP及び内閣府「PFI事業実施プロセスに関するガイドライン」をもとに作成

民間事業者に移転されるリスクや民間事業者から見込まれる
税収などを考慮の上、算出を実施する。

作成にあたっての留意事項
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入札説明書（募集要項）の構成（1/2）

２．公募資料の構成等
③入札公告時

入札説明書（公募型プロポーザル方式の場合は募集要項）は、PFI事業が特定事業に選定された後、公募
に向けて実施方針にて記載した事項をさらに詳細化した資料となります。

出所：内閣府HP及び文部科学省「PFI導入実務マニュアル」をもとに作成

①事業の概要
【記載内容（例）】

• 事業名称
• 公共施設の種類等
• 公共施設の管理者名称
• 事業目的
• 事業方式
• 業務範囲
• 業務スケジュール

②入札参加者の条件
【記載内容（例）】

• 入札参加者の構成
• 入札参加者の参加資格要件
• 入札参加者等の業務遂行能力に関する資格要件
• 入札参加者の参加資格確認基準日
• 入札無効に関する事項
• 入札参加者の変更

入札説明書に記載すべき項目は実施方針と重複する項目も多
くあるため、実施方針に対する民間事業者からの意見聴取に
より変更となった内容を時点修正したり、実施方針公表時には
検討中であった事項を具体的に記載する。

作成にあたっての留意事項

③民間事業者の募集・選定に関する事項
【記載内容（例）】

• 募集及び選定スケジュール案
• 入札説明書等の配布
• 説明会の開催
• 既存施設の視察
• 参考資料の閲覧
• 入札説明書（募集要項）等に関する質問及び回答
• 参加表明書・参加資格審査書類の受付
• 参加資格審査結果の通知
• 入札提案書（募集要項）類の受付
• 入札（提案）を辞退する場合
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入札説明書（募集要項）の構成（2/2）

２．公募資料の構成等
③入札公告時

④入札に関する事項
【記載内容（例）】

• 入札説明書等の承諾
• 費用負担
• 提出書類の取扱い
• 公共が提示する資料の取扱い
• 入札参加者の複数提案の禁止
• 提案書類の変更禁止
• 使用言語及び単位

⑤落札者の決定に関する事項
【記載内容（例）】

• 落札者の決定方法
• 審査方法
• 審査手順
• 落札者の決定及び結果の通知・公表

出所：内閣府HP及び文部科学省「PFI導入実務マニュアル」をもとに作成

⑦契約に関する事項
【記載内容（例）】

• 基本協定の締結
• 特別目的会社（SPC)の設立
• 事業契約の締結
• 入札保証金及び契約保証金

⑥（民間事業者による）提案に関する条件
【記載内容（例）】

• 提案書等の取扱い（提案書の返却、著作権・特許権等）
• 提案に関する留意事項（費用負担、禁止事項等）
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要求水準書の構成（1/2）

２．公募資料の構成等
③入札公告時

要求水準書は、PFI事業において地方公共団体等が求める業務内容の要求水準を記載したものです。PFI
は性能発注であり仕様書が作成されないため、この要求水準書が地方公共団体等からのオーダー内容を
記載したものとなります。

第１ 総則
【記載内容（例）】

• 要求水準書の位置づけ
• 遵守すべき法令等
• 著作権・特許権等の使用
• 環境への配慮
• 用語の定義

第３ 事業の機能及び性能に関する要求水準
【記載内容（例）】

• 各業務（設計・建設、維持管理・運営）の性能規定
• 事業の実施手順
• 公共機能に関する要求水準
• 民間収益施設に関する要求水準

第２ 事業の概要
【記載内容（例）】

• 事業の目的
• 事業の概要
• 施設構成
• 事業用地の概要（計画用地区分など）
• 各施設の管理運営形態
• ゾーニング
• 土地利用
• 事業スケジュール（予定）

出所：内閣府HP及び文部科学省「PFI導入実務マニュアル」をもとに作成
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要求水準書の構成（2/2）

２．公募資料の構成等
③入札公告時

第４ 施設設計・建設業務に関する要求水準
【記載内容（例）】

• 設計業務の対象
• 業務範囲
• 業務期間
• 各種業務に関する要求水準
例：既存施設解体撤去、建設工事業務、備品等の設置業務、

工事監理業務など

第５ 維持管理業務に関する要求水準
【記載内容（例）】

• 維持管理業務の対象
• 業務範囲
• 業務期間
• 各種業務に関する要求水準
例：建築物保守管理業務、建築設備保守管理業務、

備品等保守管理業務、清掃業務、安全管理業務、

環境衛生管理業務、修繕業務、事業期間終了後、等

第６ 運営業務に関する要求水準
【記載内容（例）】

• 運営業務の対象
• 業務範囲
• 業務期間
• 業務計画書
• 各種業務に関する要求水準
例：施設運営業務、飲食物提供業務、集客促進業務、
事業期間終了後の引継ぎ業務、等

第７ 自主事業等の民間収益事業に関する事項
【記載内容（例）】

• 自主事業の事業内容
• 業務範囲
• 業務期間
• 実施条件
• 導入を禁止する用途・施設

出所：内閣府HP及び文部科学省「PFI導入実務マニュアル」をもとに作成

PFI事業者自らが公示を行わなかった既存部分の保守点検・
修繕責任を負わせることは、その部分の施設状態を予め十分
把握することが困難なため事業者にとって過大なリスクとなる
ため責任範囲の設定には十分留意することが望ましい。

作成にあたっての留意事項



21

基本協定書（案）の構成 事業契約書（案）の構成

２．公募資料の構成等
③入札公告時

第1条 目的

第2条 当事者の義務

第3条 事業予定者（SPC）の設立
設立に係る出資割合、議決権割合等を記載

第4条 株式の譲渡

株式の譲渡に係る条件等を記載

第5条 業務の委託、請負

事業委託に係る覚書締結後の進め方等を記載

第6条 特定事業契約の締結関連

仮契約締結の目安及び本契約までの流れ、締結にあ
たっての条件等を記載

第7条 準備行為

業務締結完了前から業務実施に関して必要な準備行
為等を行うことを認め、自治体も可能な範囲で協力す
る旨を記載

第8条 事業契約不調の場合の処理

事業が不調になった際の費用負担や違約金に関する
考え方を記載

基本協定書は、落札者決定後に、事業契約締結に向けた基本的な取り決めを定めたものです。
事業契約書は、特定事業の実施にかかる権利と義務について定める文章です。

第1章 用語の定義

第2章 総則

第3章 設計

第4章 工事

① 総則（事業者の責任、事前調査）

② 検査・確認

③ 工期の変更

④ 損害の発生

⑤ 引渡し

第5章 維持管理

① 総則

② モニタリング

第6章 サービス購入料の支払

第7章 契約の終了

第8章 雑則

出所：内閣府HP及び文部科学省「PFI導入実務マニュアル」をもとに作成
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落札者決定基準書（審査基準）の構成

２．公募資料の構成等
③入札公告時

第1 総則
【記載内容（例）】

• 事業者選定基準の位置づけ
• 民間事業者選定の方法
• 審査の方法
• 審査委員会

第２ 優先交渉権等決定の手順
【記載内容（例）】

• 優先交渉者等決定の手順
• 資格審査
• 提案審査
（総合評価点の配点、価格点審査、提案点審査など）

• 優先交渉権者及び次点交渉権者の選定方法

様式集の構成

出所：内閣府HP及び文部科学省「PFI導入実務マニュアル」をもとに作成 出所：文部科学省「PFI導入実務マニュアル」

落札者決定基準書（審査基準）は、事業者決定までの流れや採点方法について取りまとめたものです。
様式集は、提案書の作成要領や提案を求める各事項の提出様式を取りまとめたものです。



３．公募資料の事例

23
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和光市広沢複合施設整備・運営事業（埼玉県和光市）

３．公募資料の事例
➀サービス購入型事業

本事業では、事前の検討段階に実施した官民対話において収集した意見を公募資料に活用しており、「コ
レクティブインパクトリスト」を公募時に合わせて配布して、事業への地元企業の参画を実現させています。

案件名 和光市広沢複合施設整備・運営事業

事業分類・方式 複数方式

業務概要 保健福祉・子育て関連施設を3つのエリアに
ゾーニングのうえ、民間事業者による整備を
行っている。

特徴  対象地を「北エリア（官民複合施設）」「南
エリア（保健福祉施設）」「東エリア（教育関
連施設）」にゾーニングの上、北エリアの
みPPP/PFI事業にて維持管理・運営まで
一貫して行うスキームとなっている。

 地元企業の参画を必須とするため、「コレ
クティブインパクトリスト」を公募時に合わ
せて配布し、リスト内にある企業を参加さ
せることを条件として設定している。

 基本方針策定時及び基本計画策定時の
それぞれで官民対話（サウンディング）を
実施し、民間事業者から収集した意見を
公募資料に活用している。

事業概要

募集要項等の公表平成30年6月15日

現地説明会の実施平成30年6月26日

質問受付締切（回答は公表）平成30年7月10日

参加表明書の受付締切平成30年8月9日

提案書類の受付締切平成30年10月17日

優先交渉権者の決定及び公表平成30年12月

基本協定書の締結平成31年1月

事業者選定までのスケジュール
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和光市広沢複合施設整備・運営事業（埼玉県和光市）

３．公募資料の事例
➀サービス購入型事業

 2回の官民対話を実施
 本事業では、公募前の検討段階において官民対話
（サウンディング型市場調査）を2回実施した。

 第1回サウンディング（平成29年7月）では、同年4月に
策定した「和光市広沢国有地等利活用基本方針」につ
いて、事業者と市の意図との間に解釈の相違が生じ
ることをなくすことを目的として実施した。

 第2回サウンディング（平成29年11月）では、第1回サ
ウンディングをもとに作成した「（仮称）和光市広沢複
合施設基本計画（素案）」について、市の意図との間
に解釈の相違が生じることをなくすとともに、事業提案
の参考としてもらうことを目的として実施した。

1 2

第2回官民対話で収集した意見

統括マネージャーとファシリテーターのそれぞれの役割
分担の詳細の記載を求める意見を多数受領

要求水準書に
て役割を明記

出所：和光市HPより抜粋
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和光市広沢複合施設整備・運営事業（埼玉県和光市）

３．公募資料の事例
➀サービス購入型事業

出所：和光市「和光市広沢複合施設整備・運営事業 様式集」より抜粋

■コレクティブインパクトについて

 和光市広沢複合施設基本計画の内容に賛同し、本事
業への参加を検討している市内の企業・NPO・ソー
シャルビジネス事業者等の情報を『コレクティブインパ
クト・リスト』として公表し、 本事業への応募を検討して

いる民間事業者（公募参加予定者）に情報提供するも
のである。

 提案内容にも「コレクティブインパクトリストの活用に関
する提案」が記載されており、コレクティブインパクトに
掲載されている事業者がSPCの協力企業や再委託事
業者として参加することも認められ、参加企業一覧の
公募書類も用意されている。

応募書類

審査基準（※応募書類該当箇所抜粋）

① コレクティブインパクト・リストが積極的に活用されているか

② コレクティブインパクトの趣旨を通して、地域経済の活性化
と市民・行政・民間事業者等のあらゆるステークホルダー
間における対話促進に寄与する提案となっているか

③本事業を通じた地元企業のPPP/PFIへの取組み促進に関
する方針が提案されているか

④事業期間中一貫して、コレクティブインパクト・リストを活用
し、取組みを充実させていく柔軟な提案となっているか
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和光市広沢複合施設整備・運営事業（埼玉県和光市）

３．公募資料の事例
➀サービス購入型事業

出所：和光市「和光市広沢複合施設整備・運営事業 募集要項」より抜粋

公募時の書類

事業者募集要項

【資料】

 資料１：要求水準書

 資料2：審査基準
 資料3：様式集
 資料4：基本協定書（案）
 資料5：事業契約書（案）
 資料6：定期借地権設定契約に係る条件規程書
（案）

 資料7：サービス購入料の算定及び支払方法
 資料8：モニタリングの考え方

■様式集の構成（抜粋）

No 書類名

１ 現地説明会（個別対応）参加申込書

２ 募集要項等に関する質問書

３ 参加表明書等

４ 応募辞退に関する提出書類

５

提案書類等
 提案書類提出書
 見積書
 要求水準書に関する誓約書
 本事業全体に関する提案書
 事業の安定性に関する提案書
 設計及び建設業務に関する提案書
 民間マネジメント業務に関する提案書
 維持管理・運営業務に関する提案書
 民間公共的事業に関する提案書
 民間収益事業に関する提案書
 設計図書
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旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業（岡山県津山市）

３．公募資料の事例
②収益型事業

本事業では、提案内容について審査基準のポイントを参考に様式を提示せず、自由提案として民間事業
者のノウハウを最大限に活かせるような公募内容となっていることが特徴です。

案件名 旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理
運営事業

事業分類・方式 公共施設等運営権方式（コンセッション方式）

業務概要 旧苅田家付属町家群を宿泊施設としてリノ
ベーションを行い、民間事業者に運営権を設
定する。

特徴  事業規模が小さい事業にて、コンセッショ
ン方式を導入した代表事例となっている。

 民間事業者が支払う運営権対価を2023
年3月末までの当分の間、無償とすること
により、民間事業者のリスク負担を下げ、
参加しやすいようにしている。

 提案内容については、自由テーマとし、審
査基準のポイントを踏まえ企画提案書を
作成することとしている。

■事業者選定までのスケジュール

募集要項等の公表平成31年1月25日

現地説明会の受付締切平成31年2月6日

現地説明会の実施平成31年2月8日

質問書提出締切（HPにて回答公開）平成31年2月15日

参加申込締切平成31年2月25日

企画提案書提出締切平成31年3月11日

管理運営事業者選定結果の公表平成31年3月18日

■事業概要
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旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業（岡山県津山市）

３．公募資料の事例
②収益型事業

出所：津山市「旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業 募集要項」より抜粋

公募時の書類

事業者募集要項

【資料】

 様式1-1：参加申込書兼誓約書
 様式1-2：エントリーシート
 様式2：津山市暴力団排除条例に係る誓約書
 様式3：委任状
 様式4：営業実績書
 様式5：賃料貸与申込書
 様式6：質問書

【参考資料】

 旧苅田家付属町家群を活用した施設の公共施設
等運営権に係る実施方針に関する条例

 旧苅田家付属町家群を活用した施設の公共施設
等運営権に係る実施方針

 公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関
するガイドライン（内閣府）

 施設イメージ図

■提案テーマについて

詳細なテーマや様式等を設定せず、本事業の趣旨等（活
用コンセプト等）を網羅し、審査基準を押さえた企画提案
書の提出を求めている。（ただし、収支計画は必須とし、
運営権対価の見込み額を明記することは記載条件として
いる。

（参考）活用コンセプトについて

（１）城東地区の新たな観光資源

城東地区の新たな集客ポイント（宿泊施設、交通施
設等）として活用すること

（２）町並み保存への配慮と実践

歴史的建造物を保存・活用するという意義に立ち、
まち全体の景観に配慮した活用方策を実践できる
こと

（３）まちの魅力発信

本事業を通じて、城東地区の魅力を高め、まちの
魅力を情報発信すること

（４）まちの賑わいづくり

本事業を通じて、人々の集まる場を創造し、賑わい
を創出すること

（５）波及効果の創造

本事業を通じて、地域のコミュニティ形成やまちづく
りの核となる人材育成等、波及効果を創造すること
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旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業（岡山県津山市）

３．公募資料の事例
②収益型事業

評価基準
選考のポイント

評価方法

①津山市の歴史・文化を踏まえ、本事業の趣旨を十分理解していること
② 創意工夫とチャレンジ精神を持ち、経営に意欲的であること
③ まちづくりに積極的に関わり、地元団体等との連携にも意欲的であること
④ 地域との連携の重要性を理解し、地域コミュニティと友好関係を構築できること
⑤ 波及効果を創造するための具体的な展開モデルを有していること
⑥ 公共施設等運営権設定の意義について十分理解していること

左表をもとに企画提案書、企画提案プ
レゼンテーションの内容により評価を行
います。なお各項目の採点にあたって
は１点から５点の５段階による評価を行
い、評価点を評価者数にて割る計算方
法により配点を算出します。審査項目
のうち「運営権対価」については、下表
の計算方法に評価を行い、評価点を算
出します。

出所：津山市「旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業 募集要項」より抜粋
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現市庁舎街区活用事業（神奈川県横浜市）

３．公募資料の事例
③公的不動産利活用事業

本事業では、長期間の貸付事業となるため、人材育成やエリアマネジメントへの貢献内容についても提案
を求めており、継続的な運営が可能な体制構築ができているなどを審査基準に取り入れています。

案件名 現市庁舎街区活用事業

事業分類・方式 定期借地方式

業務概要 新庁舎への移転を機に、現庁舎街区を庁舎
移転後の賑わい創出を図るため、定期借地
方式にて事業者公募を行った。

特徴  関内駅周辺地区が目指す新たなまちづく
りの方向性を取りまとめた「エリアコンセプ
トブック」にて、本事業用地では「国際的な
産学連携」「観光・集客」をテーマに地区の
賑わいと活性化の核となる施設設計を要
求水準として設定している。

 現庁舎建物の保全活用もしくは解体のい
ずれかについては自由提案としているが、
横浜スタジアムへの直通デッキ整備など
アクセス面での条件を詳細に設定してい
る。

 長期間の事業となる、エリアマネジメント
への貢献や人材の確保・育成に関する取
組についても提案内容として設定している。

出所：横浜市「現庁舎街区活用事業 様式集」より抜粋

■事業概要 ■事業者選定までのスケジュール

募集要項等の公表平成31年1月11日

募集要項に関する説明会の開催平成31年1月21日

第1回質問受付締切平成31年1月25日

第2回質問受付締切平成31年3月22日

登録受付令和元年7月5日

企画提案書提出締切令和元年7月19日

事業者予定者の決定令和元年9月頃
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現市庁舎街区活用事業（神奈川県横浜市）

３．公募資料の事例
③公的不動産利活用事業

出所：横浜市「現庁舎街区活用事業 募集要項」より抜粋

公募時の書類

事業者募集要項

【資料】

 様式1：公募土地に関する資料
 様式2：現市庁舎街区活用事業様式集
 様式3：現市庁舎街区活用事業に関する基本協定
書（案）

 様式4：現市庁舎街区活用事業に関する基本計画
協定書（案）

 様式6：公有財産売買予約契約書（案）
 様式7：一般定期借地権設定合意書（案）
 様式8：公有財産売買契約書（案）
 関内駅周辺地区エリアコンセプトブック

■提案テーマについて

「国際的な産学連携」「観光・集客」のいずれか又は両方
に寄与する要素の提案

提案に関する条件（必須条件）

① 事業コンセプト
 関内・関外地区の活性化に貢献する内容

② 建物用途

 必須条件を踏まえ、周辺との回遊を生み出す
ような提案

③ 施設計画
④ マネジメント

 産官学と連携し、エリアの持続的なにぎわいを
生み出すための体制や活動内容

⑤ 事業計画
 50年以上という長期間の事業となることから、
人材確保や育成に関する具体的な取組内容

 市内事業者の積極的な活用

提案事項
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現市庁舎街区活用事業（神奈川県横浜市）

３．公募資料の事例
③公的不動産利活用事業

出所：横浜市「現庁舎街区活用事業 募集要項」より抜粋

審査基準

プレゼンテーションの実施
（応募書類をもとに）
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現市庁舎街区活用事業（神奈川県横浜市）

３．公募資料の事例
③公的不動産利活用事業

出所：横浜市「現庁舎街区活用事業 報道発表資料」より抜粋

参考資料（選定事業者の提案内容）
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小田原市公共施設包括管理業務委託（神奈川県小田原市）

３．公募資料の事例
④包括管理業務委託事業

本事業では、一般的な公募型プロポーザル方式の募集手順と同様となっており、対象となる施設や業務を
一覧化し、事前見学を開催のうえ企画提案書の提出を求めています。

案件名 小田原市公共施設包括管理業務委託

事業分類・方式 包括管理委託業務

業務概要 市内にある公共施設に係る保守点検等を取
りまとめ、点検結果を集約分析を行い計画的
保全に活かしていく公共施設包括管理業務
委託を導入した。

特徴  一般的な公募型プロポーザル方式を採用
しており、実施要領と仕様書（案）、様式集
を公募資料としている。また、合わせて提
案対象となる市内の公共施設及び事業を
一覧化した資料も用意している。

 対象事業一覧では、各施設の保守点検を
行っている設備などを一覧化している。

 仕様書については、事業者の提案内容に
よって、保守点検を包括委託する公共施
設が決定されるため、案として提示し、事
業者決定後、改めて協議することとしてい
る。

■事業者選定までのスケジュール事業概要

実施要領の公表令和元年6月17日

事前見学（施設見学）令和元年6月26日

質問書受付締切令和元年6月28日

企画提案書等の提出締切令和元年8月5日

プレゼンテーション令和元年8月26日

審査結果通知・公表令和元年9月上旬

契約の締結令和2年3月
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小田原市公共施設包括管理業務委託（神奈川県小田原市）

３．公募資料の事例
④包括管理業務委託事業

出所：小田原市「小田原市公共施設包括管理業務委託 公募資料」より抜粋

参考資料（対象施設一覧）

消防用設備や空調設備などの設備名を列挙

参考資料（対象事業一覧）
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小田原市公共施設包括管理業務委託（神奈川県小田原市）

３．公募資料の事例
④包括管理業務委託事業

出所：小田原市「小田原市公共施設包括管理業務委託 公募資料」より抜粋

企画提案書内容 審査基準

No 提案内容

１ 包括管理の基本的な考え方

２ 実施体制、配置予定総括責任者について

３ 緊急時の対応、事故防止の取組について

４ 業務工程表について

５ 管理水準の向上について

６

施設管理情報の集約による施設マネジメントに
ついて

７ 市内業者の活用の見込みについて

８ その他の提案について

右図のように市で想
定している施設保全
のサイクルづくりにつ
いて提案できることを
記載
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稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業（千葉県千葉市）

３．公募資料の事例
⑤その他ＰＰＰ事例

公園全体を対象に一部または全エリアを対象とするなど事業の範囲や、指定管理者制度、設置管理許可
制度など事業手法、事業期間などについても幅広く民間事業者から提案を受け付け事業化した事例です。

出所：千葉市「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業の事業者の募集」より抜粋

案件名 稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業

事業分類・方式 プロポーザル方式

業務概要 稲毛海浜公園(都市公園)の各ゾーンにおい
て、民間の事業者が自己の資金で公園施設
の新規整備または改修を行い、周辺を含め
た一帯の区域において魅力的な運営と適正
な維持管理を行う事業の提案を募集した。

特徴  市の外郭団体の廃止により公園施設の管
理運営主体が不在となったことで、新たな
管理運営事業者を募集した事業である。
約8.3haの公園全体を対象に、一部又は
全エリアを対象に提案を受け付けた。

 提案に際して事業手法、市による費用の
負担、20年～30年の範囲での事業期間
など幅広に条件にて公募を実施した。

 市は民間収益施設の使用料を収益とし、
民間事業者は市からの指定管理料、施設
改築費用、利用者による利用料を収益と
して事業を行う。

公募資料の配布平成29年4月12日

現地説明会申込〆切平成29年4月17日

現地説明会の実施平成29年4月19日

質問の受付（HPにて随時回答）平成29年5月8日まで

応募資料の受付平成29年6月7日まで

事業者予定者の選定・公表平成29年6月下旬

基本協定書の締結平成29年8月下旬

事業概要 事業者選定までのスケジュール



1. 海辺のグランドデザインを踏まえているもの。
2. 稲毛海浜公園全体の活性化に資する事業であること。
※公園の活性化につながるものであれば、施設整備や管理運営を一定のゾーン（下図）に対して自由に提案することが可能。

3. 事業期間は、20年～30年とし、協議により決定する。
4. 提案事業に係る費用は基本的に事業者の負担、収益は許可使用料を除いて事業者の収入となる。
（市の費用負担については、提案内容に応じて協議・決定）
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稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業（千葉県千葉市）

３．公募資料の事例
⑤その他ＰＰＰ事例

出所：千葉市「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業の事業者の募集」より抜粋

 稲毛海浜公園(都市公園)の各ゾーンにおいて、民間の事業者が自己の資金で公園施設の新規整備
または改修を行い、周辺を含めた一帯の区域において魅力的な運営と適正な維持管理を行う事業の
提案を募集する。

 主な提案施設は、東京オリンピック開催年である平成32年度までに供用開始するように努める。

募集する事業

募集条件
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稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業（千葉県千葉市）

３．公募資料の事例
⑤その他ＰＰＰ事例

出所：千葉市「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業の事業者の募集」より抜粋

公募時の書類
事業者募集要項

様式集（ワード）

【資料】

 資料１：位置図

 資料２：稲毛海浜公園平面図

 資料３：地下埋設物図

 資料４：主要建築物一覧

 資料５：主要建築物図面類（平面図・立面図・断面図）

 資料６：設計・整備に関する要求水準書

 資料７：基本協定書（案）

 資料８：駐車場利用状況

 資料９：指定管理者施設利用数等の状況

 資料10：稲毛海浜公園維持管理費の状況
 資料11：管理許可使用料の状況
 資料12：公園管理標準仕様書
 資料13：稲毛海浜公園におけるイベント開催状況

①事業コンセプト

 今回の提案いただく事業区域全体にかかるコンセプトとし
て、提案にあたっての基本的な考え方を端的に表現した説
明資料を作成して下さい。

 「海辺のグランドデザイン」をどの様に踏まえているかわか

りやすく示すとともに、稲毛海浜公園の活性化及び海辺の
魅力向上に関する考え方・方向性を示してください。

② 事業者提案施設及び事業者改修・活用施設

 事業提案書では、これら両方か、いずれかの形式の施設につ
いて、どの様な機能・サービスを提供するのか具体的に示し
て提案して下さい。

 なお、建築物だけでなく、園路や植栽等に関する改修、活用
の提案も可能です。なお、一般園地のように一般利用に供す
る部分にかかる改修にあたり、費用の一部を市が負担すると
いう提案も可能です。

・・・・・・・・・・・・・・

③ 事業区域にかかる維持管理・運営方法

④基本計画図

⑤事業期間

⑥適用する制度手法

⑦事業収支計画

⑧事業実施スケジュール

事業提案書の構成（抜粋）
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稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業（千葉県千葉市）

３．公募資料の事例
⑤その他ＰＰＰ事例

出所：千葉市「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業の事業者の募集」より抜粋

公募資料の特徴

事業実施における前提条件や費用負担などを募集要
項に記載

民間事業者には既存施設の改修・活用や新たな施設の利
活用の提案を求めるなど事業手法や事業期間を含め幅
広い提案が可能なほか、費用の一部を市が負担する提案
も可能としている
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稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業（千葉県千葉市）

３．公募資料の事例
⑤その他ＰＰＰ事例

出所：千葉市「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業の事業者の募集」より抜粋

評価基準
基礎審査

提案審査

項目 配点（１００点） 審査の視点（項目）

１ 事業コンセプト 30点 ・事業コンセプト（事業概要）

２ 基本計画 30点 ・基本計画（基本計画図等）、施設計画（施設計画図等）

３ 維持管理・運営 20点 ・維持管理・運営計画、業務実施体制、業務実施上の工夫

４ 事業計画 20点 ・事業性、事業遂行の能力（資金計画書、収支計画書等）

プレゼンテーション、ヒアリングの実施（必要に応じて実施）
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稲毛海岸公園施設リニューアル整備事業（千葉県千葉市）

３．公募資料の事例
⑤その他ＰＰＰ事例

出所：千葉市「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業」ＨＰ

参考資料（選定事業者の提案内容）

■主な提案内容

砂浜改修、海へ延びるウッドデッキ、グランピング、宿泊施設（稲毛記念
館のリノベーション）、温浴施設
大人も楽しめるプール（部分的にリゾート感が感じられるものへ改修）

コンセプト：「INAGE SUNSET BEACH PARK」
人間の五感を通して、社会に必要な知識や体験を「気づき」として提案できる公園


